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低入札価格調査制度対象工事に係る特別重点調査運用基準（試行） 

 

平成２５年８月８日  財政局長決裁 

（趣旨） 

第１条 この運用基準は，地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１０

第１項及び第１６７条の１０の２第２項の規定により当該契約の内容に適合した履行

がされないおそれがあると認めるかどうかの調査（以下「低入札価格調査制度」と

いう。）を行う場合において，入札執行に係る運用基準（平成７年４月３日財政局

長決裁）第９条に規定する低入札価格調査の調査基準価格を著しく下回った場合，特

に重点的に調査（以下「特別重点調査」という。）を行うことを目的として，調査に必要

な事項を定める。 

 

（実施対象） 

第２条 特別重点調査は，低入札調査価格制度の調査基準価格を下回る価格で入札を行った者

のうち，その者の申込みに係る価格の積算内訳である次の表上欄に掲げる各費用の額のいず

れかが，予定価格の積算内訳である同表上欄に掲げる各費用の額に同表下欄に掲げる率を乗

じて得た金額に満たない者に対して行うものとする。 

 

 

 

（実施方法） 

第３条 特別重点調査は，次の各号に掲げる方法によって調査を実施するものとする。 

（１）入札者の積算の内訳が合理的かつ現実的なものであることを調査し，入札者から提出さ

れる積算内訳書が，契約対象工事に係る実際の収入及び支出を表したものであるかを確認す

るものとする。 

（２）前号の調査は，入札者が構築しようとする品質確保及び安全管理のための体制，建設副

産物の搬出及び資材等の搬入に関する法令遵守体制のための費用について調査を行うほか，

第２条の表上欄に掲げる各費用のうち同表下欄に掲げる率を乗じて得た金額に満たない費

目に限り，確認を行う。ただし該当することとなった費目のみの確認だけでは契約の内容に

適合した履行がされないおそれの有無を判断しかねるときは，他の費目についても調査を行

うものとする。 

（３）前２号の調査によって，入札者の申込みに係る価格が当該費用の額を下回っている場合

には，工事の手抜き，安全対策の不徹底，下請予定業者へのしわ寄せ，労働条件の悪化とい

った問題が生じかねないことから，その下回る金額が確実に入札者によって負担され，他へ

転嫁されるおそれがないことを確認する。 

 

（入札の執行） 

第４条 入札の結果，第２条の規定に該当する価格で入札を行った者がいる場合は，入札者全

員の入札価格を読み上げた後，入札者に対し「保留」と宣言し，落札者は後日決定

する旨を告げる。 

２ 前項により「保留」と宣言した場合は，特別重点調査を行うものとし，原則として，

入札を執行した日の翌日から起算して７日以内に，特別重点調査の実施に必要な第５条に規

定する資料及び添付書類（以下「資料等」という。）を設計担当課長に提出するよう特別

重点調査対象者に告げて入札を終了する。 

直接工事費 共通仮設費 現場管理費 一般管理費等 

７５％ ７０％ ７０％ ３０％ 
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（提出資料等及び確認内容） 

第５条 設計担当課長は，特別重点調査において，次の各号に掲げる資料等の提出を求め，  

当該各号について，特に重点的に内容を確認するものとする。 

（１）当該価格で入札した理由 

（２）積算内訳書 

（３）下請予定業者等一覧表 

（４）配置予定技術者名簿 

（５）手持ち工事の状況 

（６）契約対象工事箇所と入札者の事務所，倉庫等との関係 

（７）手持ち資材の状況 

（８）資材購入予定先一覧 

（９）手持ち機械の状況 

（１０）機械リース元一覧 

（１１）労務者の確保計画 

（１２）工種別労務者配置計画 

（１３）建設副産物の搬出地 

（１４）建設副産物の搬出及び資材等の搬入に関する運搬計画書 

（１５）品質確保体制（品質管理のための人員体制） 

（１６）品質確保体制（品質管理計画書） 

（１７）品質確保体制（出来形管理計画書） 

（１８）安全衛生管理体制（安全衛生教育等） 

（１９）安全衛生管理体制（点検計画） 

（２０）安全衛生管理体制（仮設設置計画） 

（２１）安全衛生管理体制（交通誘導員配置計画） 

（２２）誓約書 

（２３）施工体制台帳 

（２４）施工体系図 

（２５）過去に施工した同種の公共工事名及び発注者 

２ 第３条第２号の確認は，次の提出資料等により行うものとする。 

（１）施工体制の確認 

  ① 品質確保体制 

「品質確保体制（品質管理のための人員体制）」「品質確保体制（品質管理計画書）」

「品質確保体制（出来形管理計画書）」 

② 安全確保体制 

「安全衛生管理体制（安全衛生教育等）」「安全衛生管理体制（点検計画）」「安

全衛生管理体制（仮設設置計画）」「安全衛生管理体制（交通誘導員配置計画）」 

③ 建設副産物の搬出及び資材等の搬入に関する法令遵守体制 

「建設副産物の搬出地」「建設副産物の搬出及び資材等の搬入に関する運搬計画書」 

④ その他施工体制全般 

「下請予定業者等一覧表」「過去に施工した同種の公共工事名及び発注者」 

（２）各費目ごとの確認 

  ① 各費目共通 

「積算内訳書①」「内訳書に対する明細書②」「下請予定業者等一覧表」 
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「施工体制台帳」「施工体系図」 

  ② 直接工事費 

１） 資材費 （発注者の積算総額で概ね100万円以上の資材を調査対象とする。） 

「手持ち資材の状況」「資材購入予定先一覧」 

２） 機械経費 

「手持ち機械の状況」「機械リース元一覧」 

３） 労務費 

 「労務者の確保計画」「工種別労務者配置計画」 

③ 共通仮設費 

「手持ち工事の状況（対象工事現場付近）」「手持ち工事の状況（対象工事関連）」 

「契約対象工事箇所と入札者の事務所，倉庫等との関係」 

④ 現場管理費 

「配置予定技術者名簿」「契約対象工事箇所と入札者の事務所，倉庫等との関係」 

  ⑤ 一般管理費等 

「一般管理費等の内訳書」 

３ 設計担当課長は，契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められるかどう

かを判断するため，特に必要があると認めるときは，前２項に掲げるもの以外の説明資料の

提出を求めることができるものとする。 

なお，特別重点調査の対象者は，設計担当課が求める資料等のほか，契約の内容に適合し

た履行が可能であることを立証するために必要と認める任意の書類をあわせて提出すること

ができるものとする。 

４ 資料等については，提出期限後の差し替え及び再提出を認めないものとする。ただし，資

料等及び聴取り調査の内容により，設計担当課長が必要と認め，入札者に対し，記載要領に

従った記載を行うべきこと，必要な添付書類を提出すべきことなどの教示を行ったときは，

この限りでない。 

なお，教示を踏まえた資料等の再提出等は，原則として１回に限るものとし，その提出期

限については，作成に必要な時間を確保した上で適切に設定するものとする。 

５ 特別重点調査は，第２条の基準に該当する複数の者について並行して行うことができるも

のとする。 

６ 第２条の基準に該当せず，かつ入札執行に係る運用基準第９条に該当する者のうち，

最低の価格をもって申込みした者又は総合評価方式にあっては評価値の最も高い者につい

ての低入札価格調査を特別重点調査に併せて行うことができる。 

 

（調査） 

第６条 設計担当課長は，前条に掲げる資料等の受領後，速やかに，特別重点調査の対象者の

責任者（代表者，支店長または営業所長等をいう。）から聴取り調査を行い，入札者により

契約の内容に適合した履行がされないおそれがないかを確認するものとする。 

２ 入札者が虚偽の資料提出若しくは説明を行ったことが明らかとなった場合，設計担当課長

はすみやかに書面により財政局財政部契約課長（以下「契約課長」という。）に報告を行い，

福岡市競争入札参加停止等措置要領別表第１第１号により措置を行うものとする。 

 

（判定基準） 

第７条 当該入札価格によっても当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認

めるかどうかの判定は，別に定めるところにより行うものとする。 
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（調査結果の通知） 

第８条 当該入札に係る設計担当課長は，前条の規定により調査した内容及び入札者の聴取り

調査の結果に基づき，当該入札価格により当該契約の内容に適合した履行がされると認めた

ときは，その旨及びその理由，また，当該入札価格により当該契約の内容に適合した履行が

なされないと認めたときは，その旨及びその理由を契約課長に通知するものとする。 

 

（落札者の決定） 

第９条 契約課長は，前条の規定に基づき当該入札価格により当該契約の内容に適合した履行

がされると認められた者のうち，最低の価格をもって申込みした者又は総合評価方式にあっ

ては評価値の最も高い者を落札者とし，その旨を入札者全員に通知するものとする。 

２ 当該入札価格により当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認めたとき

は，予定価格の制限の範囲内の価格をもって申込みした他の者のうち，最低の価格をもって

申込みした者又は総合評価方式にあっては評価値の最も高い者（以下「次順位者」という。）

を落札者とし，その旨を入札者全員に通知するものとする。この場合において，次順位者が

ないときは，調査基準を下回る入札を行った者を除き，当該入札に参加した者による再度入

札を行うものとする。 

なお，次順位者が調査基準を下回る入札者であった場合には，第５条以降と同様の手続に

よるものとする。 

３ 前項による落札者の決定は，福岡市契約事務取扱規程第３条に規定する入札参加資格等審

査委員会の審議を経て行うものとする。 

 

（入札者への通知） 

第１０条 前条に規定する入札者全員への通知は，入札者全員立会いのうえ行うものとする。 

ただし，契約課長が特に必要と認めるときは，個別に通知することができるものとする。 

 

（監督体制の強化等） 

第１１条 低入札価格調査制度対象工事に係る特別重点調査により落札者として工事請負契

約を締結したときは，当該工事について次に掲げる措置を講じるものとする。 

（１）施工体制等の事後調査 

施工体制台帳等の重点調査（第５条に規定する調査内容と工事現場における実施内容の履

行確認），設計図書に基づく立会及び検査，工事現場等における施工体制の点検等の重点点

検を実施するものとする。また，建設労務者への適正な賃金支払の確保等のため，工事現場

等における施工体制の点検として代金支払等の適正化の点検を実施するものとする。 

（２）工事コストの調査 

     監督員は，工事費内訳調査票（一般土木工事，建築工事，建築設備工事，プラント電気工

事，プラント機械工事の工事費内訳調査票をいう。以下「調査票」という。）を請負者に提

出（工事請負契約締結後，変更契約締結時及び工事完了時）させ，施工体制台帳及び下請負

通知書並びに下請負契約書と比較するとともに，聴取り調査を行い，工事コストの実態把握

調査を実施するものとする。 

 

（調査内容に疑義がある場合の措置） 

第１２条 前条の規定に基づく調査の結果，疑義が生じた場合は，次のとおり実施するものと

する。 
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（１）前条の調査の結果，不適切な点があった場合は，福岡市検査規定（昭和49年6月１0日達

乙第3号）第７条第１項に規定する工事の評定に適切に反映させなければならない。 

（２）施工体制等の調査において疑義があった場合は，建設業法，建設業法施行規則等に基づ

き，適切な対応をしなければならない。 

（３）入札時に提出された入札金額の積算内訳書，第５条の規定に基づき提出させた入札金額

の積算内訳及び工事請負契約書第３条の規定に基づき提出された請負代金内訳書（契約変更

時を含む。）と調査票の結果が著しく異なり入札価格等に疑義があると認められる場合には，

その旨を契約課長に報告しなければならない。 

 

（参加希望業者等への周知） 

第１３条 本運用基準に定める事項について，一般競争入札にあっては入札説明書等に明示し

周知するものとする。 

 

     附  則 

  この基準は，平成２５年８月８日から施行し，同日以後入札公告を行う案件について適用す

る。 


